




An Approach of Technological Aspects 
of Environmental Regulation Law 
Ichibei KUDO， Tatsuo SUZUKI and Takashi KONDO 
The facilities and equipments usεd in industries are remarkably large and complex. The 
science and technology applied to industlies have advanced， especially after the World War I 
An industrial accident or pollution adversary affects neighborhood lives. The number of law 
suits showed an increasing trend and this fact become one of the major social problems. 
Conventional legal systems and theories seemed not to be capable to solve these problems 
because the present law and their systems seemed to lack， to a greater extent， a preventive 
measure. The laws tended to relieving sufferers and to preventing pollution from reoccuring once 
it occured. The law can be defined as to maintain the society in order and the technology can be 
difined as to enhance the quality of physical aspects of the social life. A new field is needed to 
solve current social problems. That is， an interdisciprinary approch between technology and 
legal science. This paper discussed the concept and the method of this approach where 
prevention of pollution and accidents were emphasized. Further， presented are the methods to 
estimate the possibility of mishaps beforethey take place and to analyze incident causal factors 
when it took place. These conαpt and methods were demonstrated in the case study in which a 
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図4Reduction of S02 emission bas巴don model 
regulations 
(Total number of sourc巴sconsidered : 68) 
表より例えば規制濃度をlOOppbとする時， 68煙源のう
ち7~23本の煙源に対して表中の削減率に従い対策を講
ずれば，規制濃度以下に管理て、きることを示す。表中の
上限値とは，各煙源がとり得る削減率の上限であり，そ
れが小さいほど全体としての対策費は増加する傾向にあ
る。しかし，対象地域全体を一律で規制する場合に比較
して経済的であろう。つまり，高過密地域で、の煙源に対
して大きな削減を要求することになる。
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⑧ まとめ
経済発展に伴い公害問題が増加している今日，産業界
は，真剣にその対策を考えなければならない。従来の工
場内部〔生産活動〕だけの合理化のみならず，工場が稼
働した時発生する副次的な影響をも調査項目に加えるべ
きである。当研究において，事例をあげて大気環境の測
定手法の一例を述べた。大気拡散シミュレーションの精
度にもまだ研究の余地があるが，小型コンビュータの普
及により比較的手軽に応用できると考える。将来，光化
学スモッグの原因である窒素酸化物の汚染影響の比重が
大きくなるので，合理的な手法を用いてより快適な大気
環境を保持しなければならない。この場合，拡散モテソレ
内の光化学反応と移動発生源を十分考慮する必要があ
る。
7.結言
以上，公害法，環境法形成の社会的要因，その対象と
方法に関して概括的な考察を行った。特にこれらの環境
問題のアプローチとしては，対症療法，被害者の救済を
保障すると言う従来の法的手段にとらわれることなく，
予防的，予測的アプローチに重点をおくべきことを強調
し， これが方法の一手段として法工学理論を導入し，そ
の事例として内陸工業団地規模の工場群からの大気汚染
とその汚染防止に対する観測，測定を行った結果をまと
めた。
現在，環境公害問題は各地での多様性，広域性，複雑
性は益々増大こそすれ減少してし}るとは思われない。最
近新しい型の紛争が増加し，広義の環境苦情処理の受理
件数は昭和52年以降，年々増加を辿っていること等に注
目すべきであろう 11，12，13)。
従来ともすれば，既存の法理論，例えば物権的請求権
や人格権に基づく差止請求権，或いは不法行為を理由と
する差止請求権のみでは， これから開発行為がなされ，
公害環境破壊が起るかも知れないとし、う場合には，必ず
しも十分とは言えない。現在の様な多様，広範囲，複雑
な環境問題の場合には，将来の被害の立証はそう簡単で
はない。それは，今日の裁判が証拠を通じて真実を探究
し，法的安定法を求め，確定的損害額の把握を通じて行
われるため保守的にならざるを得ないことは認められる
けれども，現実に大気は汚染し，湖水は汚濁し，人々は
公害による疾患の発生に悩み，再び締麗な水，空気， 日
照，静穏な環境を享受できなくなっている。これは人の
基本的権利にかかわることである。なるほど物質的な面
では生活は豊かになったが，こうした公害環境問題が
我々人間生活の根幹を揺るがすものとなった。このとき
にあたり，従来の法律要件たる不法行為，又は債務不履
行に定めている因果関係と過失(客観的注意義務違反)
理論に捉われることなく，自然科学，特に法工学が積極
的に法理論構成に援助することが望まれるものと信ず
る。
又，本論とはカテコリ を異にするが，産業社会にお
けるロボット， OA(オフィスオートメーション)，コン
ピュータの問題等々工学的自然科学を必要とする法理論
が今後益々増大し，法工学分野の研究が益々必要とされ
る方向にある。
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